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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

直近3か年の平均以上を目指す。②
生活保護受給者就労支援事業

により就労に結びつく者
人 26 20 ↘ 21 ↗ 22

補正予算等

889,232

1,563,733

1,061,580

職員数

49.9

49.9

49.9

決算額

2,726,839

3,439,741

うち一般財源

854,945

847,163

881,499

合計

（予算現額）

3,562,140

4,148,127

3,713,677

うち今回補正額
区分

R7年度

R6年度

R5年度

前年度繰越

2,900

44,080

0

当初予算

2,670,008

2,540,314

2,652,097

予算額

405,464

事業番号 05 04 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

・物価高騰の進行により、生活困窮世帯の家計等に大きく影響が生じており、きめ細かい支援が必要である。

・「まいさぽ」の支援において、長期未就労や就労継続困難な状況に陥らない様、早期発見、早期支援を行う支援のあり方を確立す

る。

・生活保護受給者が就職可能な求人はコロナ禍以降回復してきているが、就労支援が思うように実施できない。

・様々な要因により生活に困難を抱えている方の相談に応じ、生活改善や就業支援等を通じて本人が望む自立した生活の実現につ

なげる。

・資産や能力等を活用してなお生活に困窮する世帯に対して、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の

生活を保障し、自立の助長を図る。

・関係機関と連携した集中的な就労支援等により、就労や社会参加等を通じて生活保護受給世帯の自立を図る。

①生活困窮者、社会的孤立者等の自立支援

当初予算のとおり

・令和６年度生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及び生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の確定精算に伴う国庫

返還金

・令和５年度繰越分生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の確定精算に伴う国庫返還金

・新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金の令和5年度事業再確定精算に伴う国庫返還金

※その他の事業は当初予算、６月補正予算及び11月補正予算のとおり

②生活保護の実施及び受給者への支援

・令和６年度生活扶助費当国庫負担金等の確定精算に伴う国庫返還金

・生活保護費の実績見込に伴う減額

・平成25年生活扶助基準改定に関する最高裁判決を踏まえた保護費の追加支給及びシステム改修に伴う増額

※その他事業は当初予算のとおり

E-mail pref.nagano.lg.jpchiiki-fukushi

実績 実績 推移

R7年度

目標値

子ども・若者が夢を持てる社会の創造

年齢・性別・国籍・障がいの有無や経済状況等が障壁とな

らない公正な社会の創出

No.

4-1②

4-2①

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名 生活困窮者支援事業
部局 健康福祉部 課・室 地域福祉課

実施期間 S25 ～

達成

状況
目標値設定理由

R6年度

実績 推移

③生活保護世帯の学習支援

単位
R4年度 R5年度

No. 指標名

年／

年度 数値

2024

(R6)
28.6

直近３か年の状況

年／

年度 数値

2023

(R5)
30.0

目標

年／

年度 数値

2027

(R9)
50

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

生活保護世帯の子どもの大学等進学率

年／

年度 数値

2022

(R4)
22.9

単位

%

直近3か年の平均以上を目指す。

直近3か年の平均以上を目指す。

学習塾費等の助成を受け大学等を受験する者全員の進学を目

指す。

①-1

①-2

③

76

85

100

↘

↘

→

78

87.1

100

91

87.9

ー

67

86.3

100

↘

↘

-

%

％

％

県の生活就労支援センターを利用し

た就労支援対象者のうち就労・増収

した者の割合

生活困窮者自立支援制度を通じた

支援対象者の状態像が変化（ス

テップアップ）した割合

学習塾費用等の助成を受け大学等

を受験した者のうち進学した者の割

合



2
生活困窮者への生活必需品支援事

業

・まいさぽに相談のあった生活困窮者に対して、生活必需品、LED照明を提供する

ため、長野県社会福祉協議会へ補助

・物価高騰に直面する生活困窮者への迅速な支援を行う。
補助金

約700件の生活必需品の提供

生活困窮者居住・就労支援事業

住まいや就労などに課題を抱え、生活に困窮する相談者を支援するため、住まいに

関する相談支援や、支援者の特性に応じた業務の調整を実施委託

県設置まいさぽ等へ相談員を4名（兼務あり）配置

6 生活困窮者就労支援強化事業

まいさぽの就労支援対象者のうち、経済的理由により就職活動を行うことが困難な

者に対し、就職活動に必要な交通費、通信費等の支援を実施委託

全県のまいさぽで実施。延べ150件（985千円）

細事業名
R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

2 生活困窮者セーフティネット構築支援事業
71,099 71,295

予算現額

3

R7年度

予算

R6年度

予算現額

R5年度

予算現額

予算現額

学習支援協力員による学習・生活支援を通じて、不登校や引きこもりで学習の機

会がない子どもの学習機会を確保し、家庭の生活課題の改善を図る。

27町村1郡で実施

委託

その他

委託

直接

細事業を構成する主な取組

自立相談支援事業

就労準備支援事業

生活困窮家庭の子どもに対する学習・

生活支援事業

実施方法

126,538
うち今回

補正額 0

千円 千円 千円

細事業

No.

事　業　名 生活困窮者支援事業

事業番号 05 04 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

2

1

細事業

No.
細事業名

信州パーソナル・サポート事業

No.

1

うち今回

補正額

千円

280,414 258,511

千円 千円

240,355

8,662

部局 健康福祉部 課・室 地域福祉課

令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

・生活困窮者の自立支援プランを作成し、関係機関と連携し就労支援等を実施

物価高の影響を克服し生活困窮からの早期の立ち直りを支援するための体制強化

（県設置まいさぽ職員３人増）

・令和６年度生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及び生活困窮者就労

準備支援事業費等補助金の確定精算に伴う国庫返還金【5,692千円】

・令和５年度繰越分生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の確定精算に

伴う国庫返還金【2,970千円】

県設置まいさぽでの新規相談件数　700件

生活困窮者の一般就労に向けた生活上の基礎能力を養う訓練等の事業を市と連

携して広域的に実施

県内５地域において実施予定

委託

4 生活困窮者の「絆」再生事業

NPO等民間支援団体が実施する生活困窮者等の居場所確保や交流事業に対し

助成補助金

補助団体数：6団体、助成額：3,000千円

5

1
食料支援セーフティネット構築支援事

業

まいさぽに相談のあった生活困窮者に対して、「長野県フードサポートセンター」におい

て、ニーズに応じた多様な食料を安定的に提供（コメ等食料価格高騰対策として、

毎サポでの相談支援や、「長野県フードサポートセンター」におけるコメ等食料品購入

費の拡充及び人員体制を強化）
委託

約3,600件の食料を支援

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）



細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

6 住民税非課税世帯エアコン設置促進事業
ー ー うち今回

補正額 0

千円 千円 千円

実施方法

補助金

376,207予算現額

No. 細事業を構成する主な取組 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
住民税非課税世帯エアコン設置促進

事業

生活困窮者の命と健康を守るため、市町村が実施するエアコン購入等に係る支援

策の一部費用を補助

市町村への補助額376,207千円

No.

4

2

1

2,620,839

見込額：2,399,660千円

うち今回

補正額 231,272

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

3 生活保護費
2,354,740 2,499,487

予算現額

16,041
予算現額 18,047
うち今回

補正額 0

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

73条県費負担金

居住地がない又は明らかでない被保護者等に対し市が支弁した生活保護費等の

費用の1/4を負担補助金

見込額：75,828千円

生活保護費

直接

・保護決定した者に対し生活扶助費等を支給

・保護決定した者が入通所する保護施設等に入所・通所施設事務費を支弁

・令和６年度生活扶助費当国庫負担金等の確定精算に伴う国庫返還金

【95,061千円】

・生活保護費実績見込に伴う減額【△6,226千円】

・中国帰国者支援給付金実績見込みに伴う減額【△6,683千円】

・平成25年生活扶助基準改定に関する最高裁判決を踏まえ保護費等を追加支

給【149,120千円】

その他

細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

1 就労支援員による就労支援
就労支援員による被保護者の就労相談や就労後の職場定着を支援

直接

就労支援員：５人配置（佐久、上伊那、下伊那、松本、長野福祉事務所）

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

生活保護受給者就労支援事業
13,257

千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

5 生活保護世帯の子どもの大学等進学支援事業
12,276 7,985

予算現額 7,984
うち今回

補正額 0

千円 千円

1
生活保護世帯の子どもの大学等進学

支援事業

生活保護世帯であることを理由に大学等への進学を諦めることがないよう、市と連携

し、ケースワーカーを通じた相談・支援を実施するとともに、学習塾に要する費用等を

助成
補助金

補助見込人数：32人



6,640
うち今回

補正額 0

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

7 価格高騰特別対策事業
954,660 1,285,954

予算現額

施設数：８施設

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 保護施設価格高騰対策支援事業

・物価高騰に直面する救護施設の安定的なサービスの提供を支援するため、光熱

費、食事代の価格高騰分の一部を助成

・新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金の令和5年度事業再確定精算に

伴う国庫返還金
交付金

165,530
うち今回

補正額 165,530

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

予算現額

R6年度

予算現額

R7年度

予算

8 生活保護システム改修事業
ー 3,561

予算現額

委託料：135,978千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 生活保護システム改修事業

平成25年生活扶助基準改定に関する最高裁判決を踏まえ保護費等を追加支給

に係るシステムの改修委託

その他


